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はじめに 

１．策定の背景 

長引く景気の低迷、経済活動の広域化に伴う地域間競争の激化や情報技術の進化によ

る産業構造の変化に加え、少子・高齢化の進行による地域経済の縮小や労働力の減少な

ど、本市の農林水産業、商工業及び観光産業を取り巻く社会経済情勢は大きく変化して

います。 

また、近年、社会の成熟化の進展を背景に、住民の価値観や生活様式はよりいっそう

多様化され、様々なサービスが地方自治体には求められていますが、地方分権社会のも

とで自立した経営をしていくためには、行政だけでなく地域にかかわるすべての方が、

それぞれの役割を認識し、連携・協力することが必要です。 

そうしたことから、人口減少に歯止めがかからないなか、地域社会の発展のためには

地域の特性に応じた産業振興施策を展開し、本市の魅力を高め定住人口の維持、交流人

口の増加を目指さなければなりません。 

このような状況を背景として、本市が目指す産業振興の姿を明らかにし、地域活性化

による持続可能な須崎市に向けたまちづくりを進めることを目的とした「すさきがすき

さ産業振興計画」を平成２７年３月に策定しました。 
 

２．「各産業分野における具体的な取り組み」の改訂 

この計画は、官民が協働で取り組むトータルプランとして位置づけ、各産業分野にお

ける現状の課題と課題解決に向けた取り組み方針、そして、平成３１年度を目標とする

目指すべき姿を示すとともに、計画がスタートした平成２７年度以降はＰＤＣＡサイク

ル（※注）のもとで、より効果的かつ実効性の高いものとなるよう見直しを行うことと

しております。 
そうしたことから、これまでの進捗状況を可能な限り把握し、さらに市内の各産業団

体や企業、個人事業者、地域の活性化に取り組まれている方々で構成する「すさきがす

きさ産業振興計画フォローアップ委員会」の審議を踏まえ、この度、本計画で掲げた各
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産業分野の具体的な取り組みについて、一部改訂を行いました。 

 なお、今後におきましても引き続き、それぞれの取り組みに対する現状把握と進捗状

況の検証を行うとともに必要に応じて見直しを図ることで、本市の産業振興につながる

取り組みを推進していきます。  
    
 

 

（※注）ＰＤＣＡサイクル 

Plan（計画）→ Do（実行）→ Check（評価）→ Act（改善）の４段階を繰り返すことで、

継続的な改善を図る。 
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１．農業分野 
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【農業分野の取り組み】

1 ＪＡ土佐くろしおが担う地域
農業の活性化

・ＪＡ出資農業法人を設立し、
農作業の受託による地域の農
業者作業軽減及び農地の維
持等を図る。

・ＪＡ土佐くろしお ・農業従事者の高齢化による不作付
地（特に水稲栽培）が増加していく見
込みとなっているが、受け手となる
個々の農家も減少しており、農地維
持には限界が生じている。

・平成27年4月、ＪＡ出資
法人「土佐くろしお村村営
みのり」を設立。６ｈａを受
託

・H29に狭隘農地用コンバ
インを補助金で導入

・ＪＡ出資農業法人の設立
による取り組みの促進

・ＪＡが関係する市内４カ所の直販所
のうち「くろしお市」「みのり市」につ
いては、生産者が主体となって経営
してきたが、生産者の高齢化や会員
数の減少等により、ピーク時の半分
の売り上げとなっているため２店舗と
も経営改善が必要である。

・農産物等直販所の整備

2 ポンカンの里のブランド維
持

・立目ぽんかん出荷
組合

・須崎市

3 安和地区のビワ・ポンカン
の販路拡大

・領久果樹出荷組合

4 農産物の県内外への出荷 ・NPO法人まちづくり
すさき

・会員を３４人に伸ばし、サンシャイ
ンでの農家の総売り上げは、年１５０
０万円

・不定期であるが青森県七戸の道の
駅との取引や、大阪「とさ千里」との
取引がある。

・「くろしお市」「みのり市」の２
つの直販所を移転統合、拡充
して、地域農産物や地元食材
を活かした惣菜、弁当、鮮魚
等の販売を行う。また、温かい
ご飯やみそ汁の提供を行う
イートインコーナーの設置や
直販所内の厨房で加工した
カット野菜の販売を行なうな
ど、誰もが手軽に利用できる
直販所を整備する。

・販路拡大

農家が減少していく中で、生
産量、出荷量を維持していくた
め、後継者の育成と品質向上
に向けた取り組み。

・後継者の育成

・生産量、出荷量の維持

安和地区の特産品であるビワ
を活用した加工品の検討及び
ポンカンを含めた販路の拡大

・ビワの加工品について、
需要はあると考えている
が、収穫が５月中のみで
あり、集中した作業となる
ため加工まで手がまわら
ない。

・生産者と加工業者との
間に入ってくれる方や企
業等のパイプ役の不在。

・集落活動センター設置
による加工品の検討を計
画

・ビワ加工品の開発

・産地ブランド化等による
販路開拓

・ビワの加工品については、以前シ
ロップ漬けの出荷を実施していた
が、近年では実施していない。

・ビワ、ポンカンの販売については、
現時点で市場や良心市がメインと
なっている。国道沿いでの販売も
行っているが、高速道延伸による交
通量の減少から、ほとんどがリピー
ターのみとなっている。

・組合の平均年齢は６０歳くらい。５０
歳代の後継者が多く若手がほとんど
いないため、現状維持が大変であ
る。

・組合員は12軒（以前は30軒程）売上高
6～7千万円。出荷量350ｔ

・組合としての出荷先は高知青果市場
が主。個々では良心市に出している。

・市場を通じて大手スーパーの販売先を
獲得しており、販路は確保できている。

・加工商品（ジュース）は過去に一部の
組合員が販売していたが、現在は出荷
量確保ができない、単価が安い等の理
由でやめている。

・後継者がいない（現在４
軒）

・他の職に就いていて、定
年後に始める人がいる
が、品質の選定眼や知識
等、ポンカン栽培には専
門技術が多々あり、数年
では独り立ちできない。

・H29年度は人材確保に
遅れ。また、収穫人員の
確保が課題

・高知県産業振興推進総
合支援事業の採択が決
定。平成２８年度の開店
に向けて事業計画の調整
を行っている。

・目標販売額195,100千円
を達成したため、目標値
を329,000千円に上方修
正

・当番制でやっている出
荷作業に係る人件費を確
保するための会員を増や
さなければならない。
・専属的な事務員の配置
・販路拡大

・H29にふるさと納税の返
戻品を出品

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取り組みと成果
現状の課題

又は進捗状況
主な内容

・青森県七戸の道の駅への出
荷

・県内のサンシャイン「太陽
市」への出荷

・大阪「とさ千里」との取引き
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指標 目標値（H31）

作業受託面積
（H27年度6ha）

全面作業受託
20ha

一部作業受託
54ha

95,000千円
（２５年度２つの直販所
合計）

販売額
329,000千円

目指すべき姿
Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

機械の整備、人材育成、育苗施設等の改修による作業受託面積拡大

ＪＡ出資農業法人の設立による取り組みの促進

農産物等直販所の整備

施設・機械等の整備

人材育成

運営開始、人材育成、販売促進、加工品の開発

後継者の

育成方策の検討

後継者の育成

生産量・出荷量の維持

検討結果にもとづく人材確保の実施

生産量の維持と対応できる後継者の確保

加工品の開発や販路の開拓につながっている

販路拡大活動

販路拡大に向けた各種取り組み

都市部への販路が拡大している

新たな加工品の試作

ビワ加工品の開発

ホームページ等による情報発信、産地ブランド化等による販路開拓

統一規格の策定
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【農業分野の取り組み】

5 園芸産地の更なる拡大に
向けた取組み

・園芸用レンタルハウス整備
及び中古ハウスの再利用等
に助成を行うことにより、新規
就農者や規模拡大を図る農業
者の初期投資軽減を図る。

・ＪＡ土佐くろしお ・施設園芸の振興を図るため、国、
県の補助事業を活用し、園芸用ハウ
スの整備を推進してきたこともあり、
栽培技術の向上に繋がってきた。

・園芸用ハウス設備の整
備は本年度は高度化３
棟、流動化２棟、新規建
設１１棟の予定である。

・H29年度4棟の園芸ハウ
スを整備

・レンタルハウス（低コスト
耐候性ハウスを含む）の
整備や中古ハウスの流動
化。

・養液栽培における循環型栽
培システムの導入による資材
費の抑制や環境に配慮した農
業の推進。

・ＪＡ土佐くろしおミョ
ウガ部会

・ミョウガの養液栽培にかかる廃液
処理対策として、排液を出さない循
環型栽培システムが開発されたこと
により、平成２６年度に５戸の農家に
対し導入を図った。

・H26度は5基、H27年度も
5基導入予定。

・H28年度は10基、H29年
度は29基を整備

・H31以降の国事業が活
用できないため、対策検
討が必要

・循環型栽培システムの
導入によるコスト低減や
環境に配慮した農業の推
進。

・市の上乗せ補助1件10
万円

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取り組みと成果
現状の課題

又は進捗状況
主な内容
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指標 目標値（H31）

レンタルハウス整備
（新設又は改修）

Ｈ27～H31年度
累計35棟

循環型栽培システム導
入

Ｈ27～H31年度
累計165基

目指すべき姿
Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

レンタルハウス（低コスト耐候性ハウスを含む）の整備や中古ハウスの流動化

レンタルハウス整備事業、競争力強化生産総合対策事業、園芸用ハウス流動化促進事業の活用

循環型栽培システムの導入によるコスト低減や環境に配慮した農業の推進

国・県の事業の活用
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【林業分野の取り組み】

1 効率的な現場体制の確立
による、原木増産

現在は保育間伐が主となって
いるが、今後作業体制の見直
しや高性能林業機械の導入
等現場体制の整備し、原木の
増産を目指す。

・保育間伐、作業道の延伸がメイン
であったが、近年では津波避難道の
工事も受けている。

・効率化を図るため、現場の作業体
制の見直しや、新たな高性能林業機
械を導入していく予定。

・架線集材技術者やオペ
レーター等の人材確保

・GPS、GISシステムを活用し、
里山林や小規模面積山林の
境界確認を行い、データ化し
後世に残す。

・これまで国庫事業を活用しながら
実施してきたが、採択要件がクリア
できず、思うように進展していない。

・山林境界確認の加速化

2 優良木材を活用した製材
業の振興

・須崎木材団地工業
組合

・大手企業が製造するプラントの梱
包材を出荷しており、安定的な供給
ができている。

3 地域特産の虎斑竹を活用
した新たな特産品の開発

・地元竹製品製造販
売業者

・竹細工でも、日用品から遊具、雑貨
など様々な商品を販売。

・竹そのものや成分を活かした、食
品、洗剤、さらには育毛剤など様々
な商品を開発、販売。

4 良質のヒノキを活用した
オーダーメイド家具の製造
販売促進

・個人事業者 ・ネットの販売だけでなく、商品周知
のため定期的な個展の開催をし、木
の良さ、商品の良さ、その木を使った
商品の良さを伝える。

・日曜市等で雑貨の販売を行ない、
他の製造商品を宣伝している。

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取り組みと成果
現状の課題

又は進捗状況
主な内容

・製材業としては、ニュージー
ランド産木材の輸入、製材、加
工を行ない関西方面に運搬し
ている。

・県内や四国内にはほぼ取引
相手となる業者がいないた
め、関西の大手企業と取引を
行っている。

・今後の情勢が全く分から
ないため事業展開を上手
くやっていく必要がある。

・大手企業が製造するプ
ラントの梱包材を出荷して
いるが、海外で製造する
ような動きもあるため、そ
うなれば事業が難しくな
る。

・H29年度に木材関係業
者等による勉強会、意見
交換会を実施したが、現
事業を優先しており、取組
みが進んでいない

・継続した事業の展開

・国産材を扱うといった
新たな事業

・須崎地区森林組合 ・森林組合全体として原
木生産は本年７月末時点
で既に８，０００㎥、５年後
には２万㎥の達成が可
能。
・現在は３５人の作業体制
で、２７年度は２名採用、
常時５０人体制を目指して
採用を増やす予定。
・設備投資は平成２７年度
はグラップルとフォワーダ
を導入予定。

・H29年度ショベル、フォ
ワーダ導入、また事務職
員2名、現場作業員を2～
3名採用予定

・商品作りに関して、良質な木
（主にヒノキ）を使い合板など
を使用せず、長く使える家具
を製作している。全て手作りで
あり、オーダーメイドのものを
作っている。

・製造品は大型家具から雑貨
まで、幅広く作っている。

・オーダーメイド家具は手
作りであるため時間を要
する

・技術の伝承

・H29大丸イベント、日曜
市に出展

・長く使える安心安全な
家具であることを知って
もらえるよう宣伝する。

竹林の管理、商品製造、店舗
及び通信販売を行う。

・新たな商品開発

・素材や商品の価値を
知ってもらうための宣伝
活動

・商品製造のためには職
人が必要であるため、長く
続けてもらいその技術を
新しい職人に伝え、育て
ていくことが必要である。
・大量製造したものや類
似品とは別物であることを
理解した上で商品を購入
してもらうため、素材の価
値、商品の価値を一人で
も多くの人に知ってもらい
理解してもらうことが必
要。
・商品の元となる竹を育て
るため、竹林を守り管理
する人を絶やさない。

・H29年3月、海外の展示
会等に参加
・H30.8月にメキシコ世界
竹会議に参加予定
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指標 目標値（H31）

原木生産量
（Ｈ25：800㎥）

1,600㎥

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29
目指すべき姿

Ｈ30 Ｈ31

輸入木材だけでなく国産材の活用も進んでいる

高性能林業機械の導入

架線集材技術者やオペレーター等の人材確保

人材育成

継続した事業の展開

国産材の取り扱い

事業開始に向けた研究及び着手

新たな商品開発

販売促進活動

新商品の試作品づくりと
モニタリング

素材や商品の価値を知ってもらうための宣伝活動

ＰＲ活動

ＰＲ活動

新たな商品開発や販売促進により
売上増を目指す

関西等県外地域での販売促進活動・アンテナショップへの出店

製造する家具の良さを宣伝する

個展等のPR活動

オーダーメイド家具として認知され

販売増につながっている

山林境界確認の加速化

各種補助事業やＧＰＳ、ＧＩＳシステム活用による山林境界の確認

境界明確地の拡大
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【林業分野の取り組み】

5 CLT（板の層を各層で互い
に直交するように積層接着
した厚型パネル）の活用促
進による林業振興

・須崎地区森林組合

・須崎木材団地工業
組合

・須崎市

6 須崎港を活用した国産材
の輸出

・民間事業者

・須崎市

　重要港湾須崎港に本市における産
業の競争力強化に向けた大型バー
スの設置を要望している。

須崎港を活用して国産材の輸
出を行う。

・須崎市の人工林の多く
が林齢５０年に達してお
り、これらを活用した木材
利用の推進を図ることが
課題。
・そのため、山から木材を
搬出するための仕組みづ
くりが必要。
・木材団地の振興を含め
た須崎港を活用した新た
なビジネスプランの展開を
行うことが必要。

・H29.11勉強会・意見交
換会を実施したが、世界
経済や木材の需要、利用
状況から国産材輸出の開
始に至っていない。

・須崎港を活用した国産
材の輸出を行うための仕
組みづくり
・輸出事業の展開

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取り組みと成果
現状の課題

又は進捗状況
主な内容

・CLTによる国産材・県産材の
活用促進を図るとともに、須崎
市におけるCLT加工場の設置
を目指す。

・CLT建築推進協議会の設立
　成熟化する我が国の森林資源を活
かすため、新たな木材需要を喚起す
ることが期待されるＣＬＴ建築を推進
する先導的な事業に産学官の連携
で取り組むことにより、我が国におけ
るＣＬＴ建築の普及を促進するととも
に、林業・木材産業及び建設産業の
振興を図ることを目的とし、高知県を
中心に平成25年7月に設立

・建築基準の整備は2016
年度

・H29.11勉強会・意見交
換会の実施

・H29年度は、CLT加工場
の誘致については、流通
や需要状況から実施でき
ていない

・CLTに関する勉強会の
開催

・CLT加工場の誘致に向
けた取り組み
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指標 目標値（H31）

CLT加工場の立地 １箇所

国産材の輸出量 2,500㎥

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31
目指すべき姿

CLTに関する勉強会の開催

CLT加工場の誘致に向けた取り組み

先進地視察

国産材の輸出

須崎港を活用した国産材の輸出

国産材輸出のための仕組みづくりの検討・調整

国産材輸出に関する調査
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【水産業分野の取り組み】

1 シラスの販売促進 ・錦浦漁業協同組合

・須崎町漁業協同組
合

・加工設備等の導入計
画の策定

2 水産資源保護増殖と沿岸
漁業の振興

伝統漁法の振興と、水産資源
の維持増大、資源管理型漁業
の推進により、漁業所得の安
定向上を図る。

・関係漁協

・須崎市

・定置網漁は、若者（２０～３０代）を
中心に、漁獲量も一定保っている。

・さまざまな種苗の放流

・稚魚の放流による漁業
資源の増

3 養殖漁業のさらなる振興 養殖漁業の振興と販路拡大 ・高知県漁業協同組
合深浦支所

・タイにかわる新たな養
殖魚種の検討

・新たな販路開拓

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取り組みと成果
現状の課題

又は進捗状況
主な内容

近い将来、若い漁業者（後継
者）のためにも加工場を開設
し須崎市特産のシラスの販売
促進を行い、漁業の維持・所
得向上につなげていく。

・浦ノ内湾では、長年にわたる養殖
や生活排水等による漁場環境の悪
化が進み、環境改善のため底質や
餌の改良を行うなどの取り組みを
行っている。

・養殖魚の「食の安全」に対する消費
者の関心が高まる中、養殖業者は
消費者のニーズに対応するため安
全で安心できる養殖魚を提供するよ
う、養殖魚のブランド化と飼育の履
歴化（トレーサビリティ）への対応を
積極的に進めており、近年では、養
殖生産グループにより、県内民間企
業と連携し販路の開拓や加工販売
への取り組みを行っている。

・後継者不足

・水質環境の改善

・エビ・カニなどの漁獲量
の減少

・タイの価格も下がってお
り、また飼育年数もかかる

・直接営業や商談会の出
店参加は支所としては出
来ていない（H29年度）

・組合員の老齢化

・環境の悪化（潮流が早く
なってきている。温暖化で
今まで取れなかった魚が
ある。旬がずれる。）

・油の高騰

・放流後の効果の検証が
困難

・須崎市で行われている、機船船曳
網漁業においては、11統が操業して
いる。その水揚げ形態は、漁獲物を
船から手作業で岸壁にあげる方式で
あり、近年漁業者の高齢化が進む
中、相当の時間と労力を要してい
る。

・平成24年度にフィッシュポンプを導
入したことで、水揚げ時の漁業者負
担の軽減、水揚げ時間の短縮による
操業効率化、シラスの鮮度向上を図
れるようになった。

・地元加工漁業者の製品
加工量が決められている
ので、シラスの漁獲量に
制限がある。

・天候に左右される。

・エビ・雑魚が混ざれば価
格が下がるなどが課題。

・平成28年度末に加工設
備（活水装置）を導入。例
年の盛漁期になっている
ものの、黒潮の蛇行の影
響か漁期が遅れており、
漁獲量が少ないことから
も、平成29年は近年にな
い高値で取引されてい
る。
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指標 目標値（H31）

アユ２４５ｋｇ、カサゴ１１，
８００尾、、メガイアワビ６
５７８個、イサキ１３，０００
尾、クマエビ（３５㎜）２５
０，０００尾、クマエビ（１２
㎜）３００，０００尾

アユ２４５ｋｇ、カサゴ１１，
８００尾、ヒラメ５，０００
尾、メガイアワビ６，５７８
個、クマエビ（３５㎜）１３
０，０００尾、ガザミ８０，０
００尾

種苗の放流
Ｈ25：
稚アユ約252kg
カサゴ約20,000尾
メガイアワビ約5,500個
クマエビ約720,000尾
イサキ約11,000尾

各放流量の維持

目指すべき姿
Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

稚魚の放流による漁業資源の増

加工設備等の導入の検討

加工設備等の導入計画の策定

新たな加工設備の検討が進んでいる

稚魚放流事業の継続

現状より水揚げ量の増

関係機関と連携してタイにかわる新たな養殖魚種の調査研究を行う

業務筋等への直接営業、国内商談会への出店参加

新たな販路拡大

タイにかわる新たな養殖魚種の研究

新たな魚種での養殖ができている

業務筋等への販路が拡大されている

現状より水揚げ量の増
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【水産業分野の取り組み】

4 水産資源の確保に向けた
藻場の再生・復活

藻場の「地域資源」を、水質浄
化等の公益的機能を果たす
国民共有の財産と位置づけ、
これら地域資源の機能の維
持・回復を図る。

・高知県漁協久通支
所

・池ノ浦久通磯焼け
対策部会

・須崎市

・活動内容（ウニの駆
除・母藻の設置・海藻の
種苗投入・食害生物
（魚）の除去・浮遊・堆積
物の除去・海岸の美化
等）

　

5 養殖マダイのブランド化に
よる販路拡大

・土佐鯛工房

　 　 ・乙女会 ・マダイの販路拡大・安
定取引

6 浦ノ内湾のアサリ復活によ
る地域活性化

かつては豊富に獲れた浦ノ内
湾のアサリの復活を目指して
カキ殻を活用した養殖用栄養
剤「ケアシェル」を使った垂下
式養殖の実用化を目指す。

関係者

関係漁協

県外や県内他市における取り組みで
は、一定の成果も得られている。ま
た国の「二枚貝資源緊急増殖対策
事業」を活用した研究も行われてい
る。

・ケアシェルを活用した
アサリの採苗及び垂下
式養殖の実用化

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取り組みと成果
現状の課題

又は進捗状況
主な内容

・平成21年度から国の事業を使い、
藻場の再生・復活に向けての支援を
受けている。

・少しずつではあるが、藻場にホンダ
ワラやカジメが着生し始めており、磯
焼けが改善されてきている。また、着
生が見られたことで、イセエビ・イカ・
サザエ等の育成に藻場がおおきく影
響し、生物の増殖効果もみられる。

・地方単独では予算化が
難しく、国の事業がなく
なってしまうことで同規模
での事業の継続は困難で
ある。また、保全活動を継
続していくには、専門家に
よる技術的な支援やアド
バイスが必要となるため
地方だけでは効率的な保
全活動ができない。

・現在この事業に関わっ
ているのは、殆どが高齢
者である。今後は、専門
家の指導のもと、効率的
に活動する・

・試験的に駆除したウニ
の蓄養に取り組む予定

・宇佐地域の実用化を目
指した取り組みを参考に、
浦ノ内水産試験場前でケ
アシェルを使った稚貝の
採取を目指して200袋を
海岸に設置したが、稚貝
の採取が見られなかっ
た。

・垂下式は例年より数は
少ないが稚貝の付着が見
られたことから今後は垂
下式で行えば稚貝が確保
できる。

・高知県漁業協同組合深浦支
所に所属する生産者グループ
「土佐鯛工房」が生産する「海
援鯛」の販路を新規開拓する
ために、県外業務筋、大手量
販店への営業活動を実施する
とともに、「海援鯛」の販売力
を高める販売促進用資材を作
成する。

・民間企業と連携して、他産地
の生産動向や県外大手出荷
業者の販売戦略に左右されに
くい販売力を構築し養殖業の
振興に資する。

・専用飼料を使用

・厳しい品質基準を設定

・高級店舗や大手スーパーとの契約
販売、航空会社の国際線機内食へ
の採用など、全国的ブランドに成長
した。

・平成２５年度販売実績　土佐鯛工
房　７．５万尾

・高知県漁業協同組合深浦支所
に所属する生産者グループ「乙
女会」が生産する「乙女鯛」の販
路を新規開拓するために、ホー
ムページ制作により乙女会の詳
細な活動紹介やネット通販体制
を構築する。また、「乙女鯛」の
販売力を高める販売促進用資材
を作成し、それを活用した県外業
務筋、大手卸売会社への営業活
動を実施する。
この販売促進活動により浦ノ内
湾産養殖マダイの販路拡大・安
定取引につなげていく。

・民間企業と連携して、他産地の
生産動向や県外大手出荷業者
の販売戦略に左右されにくい販
売力を構築し養殖業の振興に資
する。

・販売促進活動により
「海援鯛」の販路拡大・
安定取引

・取引量の拡大に対応
するため、浦ノ内湾内の
他養殖業者に土佐鯛工
房への加入を促し、海援
鯛生産量の増産を図
る。

・（株）大東冷蔵と協同
し、業務筋向けのフィレ
等の製品を増産する。

・現在４名で生産中。平成
２６年度実績で６万尾（海
援鯛販売量）。
・高品質で取引先の評価
は高く、通年高値で取引
される。長引く不況で高値
の魚を取り扱うことが難し
く、取引量が伸び悩んで
いる。
・加工品としての商品化を
検討中。
・平成２８年度にかけて８
万尾の生産数を目指す。

・H29年度に新規漁業者2
名が独立に向けた研修中

・７名で協業体を組織。平
成２６年度は５．３万匹の
乙女鯛を出荷。
・高知県の支援を受けて
関東方面へ販路路拡大
中。「鯛のタタキ」を新商
品として東京でのイベント
に出展した。
・平成２７年度はいけすの
増設を予定。（県の事業を
活用）
・生産と販売が連携した
体制の構築が課題。生産
量を増やすためにいけす
の増設も予定している。

・H29年度にUターン新規
漁業者1名が加わる

・専用飼料を使用

・仲買業者と連携したきめ細やかな
品質管理を実施

・フィレ加工にも対応し、有名ホテル
などへの取り引きが拡大。

・平成２５年度販売実績　乙女会
４．５万尾
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指標 目標値（H31）

藻場の再生・復活 1.8ｈａ

販売数量
海援鯛
（Ｈ24：約7万尾）

約10万尾

販売数量
乙女鯛
（Ｈ24：約4.5万尾）

約30万尾

・アサリの収穫 パック詰め商品の
販売３００ｔ

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29
目指すべき姿

Ｈ30 Ｈ31

藻場の再生事業の推進 藻場の維持管理

藻場の再生・復活事業

取引先確保のため、県外での販促活動の実施

加入促進のため同業者への働きかけを行う

販路拡大による安定した取引

土佐鯛工房への加入促進

加工業者との連携した加工製品の量産化

加工業者との連携強化

安定した販路の構築今後の事業実施の検討

マダイの販路拡大・安定取引

ケアシェルを活用したアサリの採苗及び垂下式養殖の実用化

採苗及び養殖の研究

垂下方式による採苗及び養殖の実施

先進地視察

養殖グループの組織化

放流による体験型教育（修学）旅行等への活用
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【水産業分野の取り組み】

7 海面環境保全推進事業 沿岸漁場海底にビニール、流
木等が堆積し、漁場の効用が
低下している。このことから、
森林整備や河川の保全を行
い漁場の生産力の回復を図る
とともに、小型船を曳き船とし
た網による堆積物を除去。

・須崎市

・関係漁協

海面等の清掃に加え、森林整備や
河川の保全活動にも参加している。

・ゴミ等が減らないことか
ら継続した取り組みが必
要

・H29年度も船曳網による
海底の清掃実施

・漁場から引きげられた
原因者の特定ができな
い堆積物等の処分

8 高知県漁業生産基盤維持
向上事業

漁業活動の維持、向上等に必
要なソフト事業及びハード事
業を支援することによって、漁
業の振興を図る。

・須崎市

・関係漁協

漁港泊地浚渫事業等 ・漁港泊地浚渫事業等

9 伊勢海老の販売促進 伊勢海老の通信販売による新
たな事業の展開と、直販によ
る交流人口の増加を図る

高知県漁協久通支
所

販売用の倉庫や水槽などの設備の
検討と販売体制の協議

販売用の伊勢海老を入れ
る水槽などの設備がな
い。通信販売を受け入れ
る体制の確保。

地元伊勢海老の販売

・岸壁付近に堆積した土
砂により、干潮時に停泊
や水揚げ等が容易にでき
なくなり、漁業活動に支障
をきたしている。このこと
から、早急に岸壁付近の
土砂を取り除き漁船の停
泊場所や水揚げ場所等を
確保する。

・H29年度鳴無荷揚場施
設航路浚渫工事を実施

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取り組みと成果
現状の課題

又は進捗状況
主な内容
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指標 目標値（H31）

漁港泊地浚渫
Ｈ26：3箇所

事業の継続

目指すべき姿
Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

漁場から引き上げられた原因者の特定ができない堆積物等の処分

海面等の清掃に加え森林整備や河川保全活動への参加

海洋清掃活動により海面環境保全が進んでい
る

漁港泊地浚渫事業等

漁業振興にかかるハード・ソフト事業

伊勢海老の販売方法の検討とＰＲ活動
市外、県外への販売が軌道に乗ってい
る
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４．食品加工分野 

 

  



25 

 

 

  

【食品加工分野の取り組み】

1 ブルーベリーを活用した６
次産業化の推進

休耕田を活かした農作物の生
産と、地産外商できる商品の
高付加価化と販売促進

・民間事業者 ・県内業者による加工品
の開発

・観光農園の構築

・カフェの新設

・各種イベント開催

2 葉ニンニクを活用した加工
食品の生産・販売の拡大

・㈱アースエイド ・葉ニンニクのぬた及び派
生食品の加工・販売と農
作物として葉ニンニク及び
ニンニクの生産・販売

3 練り製品の新たな商品開
発

・（株）けんかま

・関係漁協

・しいらを活用した新商
品の開発、食の提案を
行う

・従来のかまぼこ製品と
は違った商品開発

4 からすみやぶりのあわこを
使った新商品の販売・促進

からすみの新商品（スライス
パック詰め）とぶりのあわこの
新商品の販売促進のための
設備及び加工場の設置

・宮進商店 海産物加工業：主力商品はちりめ
ん、丸干し、からすみなど。からすみ
は質が良く高価で取引される。

・からすみの新商品開発
と販路拡大

・ぶりのあわこの加工品
開発のための施設整備

・からすみは主に県外に
出荷しているが、単体でも
高価であるため売り方を
工夫することができない
か考査中である。

・ぶりのからすみは県内レ
ストランで好評であるが手
作業なので需要に対応で
きない。

・H29にからすみが10社
取引増。ぶりやあわこは
原料確保が課題。

・新商品の開発や品質改
善に向けて取り組み中。
・パート職員増員。雇用増
に綱がっている。
・加工施設の整備を行う
予定である。
・海外での販路拡大に向
けて、台湾・シアトル・台
北で調整中。

・H29新規取扱店13店舗、
新商品2品開発。パンフ
レット・パッケージの一新
やホームページの更新

・しいら製品は2年前から
販売している。
・創業時の天ぷらを復元
して販売するプランを立て
ている。

・H29は地元スーパーの
閉鎖、大手量販店による
得意先の減少

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取り組みと成果
現状の課題

又は進捗状況
主な内容

ブルーベリー畑1,500坪、約1,000本
を栽培。近隣の耕作放棄地を活用。

・市場出荷だけでなく、パン・ケーキ
店やアイスクリーム製造事業者へ出
荷

・完全無添加加工品の開発・販売

・幼稚園や修学旅行生の体験受入

・経営革新計画を策定し
高知県の承認を受ける
・加工品製造・販売施設
の建設計画を策定中で、
高知県産業振興計画地
域アクションプランの認定
に向け取り組み中。

・H29に加工品が完成し、
畑の拡幅を予定している
が、観光農園関連が遅れ
ている。

「今までにないもの」を目指し
て、葉ニンニクを有機栽培し、
高知県の伝統的な食べ方で
ある「ぬた」の加工・販売を
行っている。今後は、収量を増
やし、原材料としての販売も視
野に入れ、販路の拡大を行
う。

高知県で水揚げされるしいら
を活用した新たな商品開発を
行う。これまでもしいらを使っ
た練り製品を製造販売してい
るが、日本食あるいは洋食に
あう商品を開発し、新たな食
の提案を行い消費拡大を目指
す。これにより漁業者の所得
向上や須崎の新商品として売
り出す。
　また、従来の蒲鉾製品と違っ
た新商品を開発し、消費拡大
を目指す。

・須崎市の特産品であるミョウガとコ
ラボした「みょうが天」を開発、販売し
た。

・県内の農産漁業資源を活用した、
宗田かつお、宇佐のうるめ、四方竹
などを使った新商品を開発。土産品
として「おさかなチップ」「鍋焼きラー
メン箱詰め」を製造販売中

・工場にレストラン、売店、農産品直
売所を併設し、販売拡大を行ってい
る。

・平成24年10月から浦ノ内西分切畑
地区を中心に、畑を借受け、葉ニン
ニクの栽培を開始し、翌年6月から
「ぬた」の加工を開始してきた。これ
までの間、試食会や商談会等にも積
極的に参加し、一定の評価を得てき
た。

・平成25年度須崎市産業振興推進
総合支援事業により、プレハブ冷凍
庫及び業務用フードプロセッサの導
入を行い、加工部門の強化を図って
きた。

・農産部門についても耕作地の掘り
起こしを行うとともに、有機ＪＡＳ認定
を取得する等、品質の向上、収量増
加に努めている。
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指標 目標値（H31）

出店無し 1店

来店者目標
　24,000人
売上目標
　34,733千円

2,000千円
(平成25年度売上)

４0,000千円

新商品売上額
（Ｈ25：5,000万円）

1億円

Ｈ31
目指すべき姿

Ｈ30Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

葉ニンニクの生産及び加工・販売

加工施設等の整備

葉ニンニクを活用した加工食品の生産・販売

新商品の開発

販路の開拓

新商品の売上増

営業活動、直販所・観光農園運営会員システム構築

観光農園

ブルーベリースイーツカフェの新設

メニュー開発

資金調達 設計・工事の実施 カフェ運営

加工品開発

加工品開発

各種イベントの開催

各種イベントの開催

販売促進活動

創業当時の天ぷら製品の開発・売り出し

ＰＲ活動

販売促進活動

製品づくり

ＰＲ活動

からすみの新商品開発と販路拡大

新商品の試作品づくり 販売促進活動

加工品開発のための施設整備

加工場整備の検討 県補助制度の活用
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【食品加工分野の取り組み】

5 野見湾産養殖カンパチ販
路拡大事業

平成２６年度に加工場の拡
大、金属探知機、冷蔵庫等を
導入予定である、平成２７年
度はこれらの設備を活用し、
付加価値の高い加工品の生
産及び生産量の増を目指し、
所得の増加と新たな雇用を生
み出す。

・(株)みなみ丸

・大谷漁業協同組合
ネイリ部会

2009年10月事業開始。自家工場を
所有し、地元の養殖魚（タイ、ネイリ）
の加工販売をおこなっている。

・業務用水産加工品、ギフト商品、龍
馬バーガーの製造販売を行ってい
る。

新たな取引先の開発

　

6 自家製みその市販用製造・
販売

・（有）丸共味噌醤油
醸造場

・自家製みその製造、市
販

　

7 6次産業化推進
農家レストラン

farmar's market ひ
なた

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取り組みと成果
現状の課題

又は進捗状況
主な内容

　これまで業務用のみで取り
扱ってきた自家製みその市販
を行う。これにより、須崎市を
「日本一みそ汁を飲むまち」と
して内外へＰＲし、商品の販売
促進を目指す。
それに伴い、みそ汁の具材・
朝食メニューに須崎産の食材
を使うことで、より広範囲の分
野の活性化を図る。
また、海外での日本食ブーム
に乗り醤油・みその消費拡大
を目指したい。

・親子みそ作り教室開催（平成26年
度）

・業務用みそを須崎市内、県内の居
酒屋に販売中

・現在市販では醤油、ポン酢、酢を
製造販売中

・平成26年度において市販用のパー
ケージを考案中。新たな味噌熟成容
器を３基導入した。

・スペインのレストラン経営者に丸共
醤油を使用していただいている

・養殖業における餌代、燃
料費の高騰による経営圧
迫。
・現在の設備では需要に
こたえきれない。より付加
価値の高い加工品の生産
のためには衛生管理面の
向上が課題である。

・H29に市産振補助金を
活用。
・カンパチの売り上げが8
千万円と目標値に迫って
いる。
・商工会議所と連携し、商
談会へ参加。

・県外への売り込みとして
ターゲット層がしぼりきれ
ていない。

・みそ汁の具材に須崎産
の食材を使っていきたい
ので、これから農産物や
海産物とのコラボを目指
す。

・H29.1月に個人用味噌3
種類を販売。
・ふるさと納税の売上げ
300万円を見込み。

・ミョウガをはじめとした須崎
産品を主材料とした農家レス
トランの運営

・須崎農産品を主原料とした
加工品販売

・平成25年より浦ノ内地区で就農し、
菜花、オクラ、ズッキーニ、かぼ
ちゃ、すじなし豆などの栽培を開始。

平成27・28年度には高知県農業振
興部地域農業推進課主催の「農業
創造セミナー」に参加し、加工品開
発を手掛ける。

平成28年度には商工会議所主催の
「須崎を創る！ビジネスプラン塾」に
参加。

同時に市内でのイベントに積極的に
出店者として参加し、須崎の素材に
こだわった商品を企画・販売（ミョウ
ガソースのアイスクリームやチキン
南蛮ミョウガタルタルソースなど）し
ている。また、平成28年1月よりまち
かどギャラリーにてランチカフェを不
定期にて営業開始。

・まちかどギャラリーでラ
ンチバイキングを不定期
で開催。みょうがメニュー
の開発・提供の場として
活用。
・「農業創造セミナー」で
加工品開発（みょうがオイ
ル・グリーンカレー）
・ふるさと納税返礼品とし
て野菜の詰め合わせセッ
トを提供。ノウハウを蓄積
し加工品・野菜セットの通
販に繋げる。
・農家レストランの物件を
平成29年1月に契約

・H29.4月法人化。
・H28年度はふるさと納税
増加。
・農家レストランの営業開
始が遅れており、延期。

・須崎農産品を主原料と
した加工品開発

・農家レストランの新設
（Ｈ29.9オープン目標）

・地域の農業生産者との
生産者ネットワークを確
立し、高齢農業者の生き
がいづくりや耕作放棄地
対策に取り組む。
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指標 目標値（H31）

みなみ丸、大谷漁業協
同組合ネイリ部会売上
額
（H26：4,320千円）

86,960千円

売上額 3,000万円

農業・レストラン事
業でそれぞれ1名の
社員雇用。

目指すべき姿
Ｈ28 Ｈ29Ｈ27 Ｈ30 Ｈ31

販売促進活動モニタリング

自家製みその市販

ＰＲ活動

商談会への参加

新設備での生産活動

新たな取引先の開発

加工施設の整備

出荷調整用小割整備

ふるさと納税返礼品の提供

農家レストラン

ランチバイキング

みょうがオイル・グ

リーンカレーセット製

造販売

野菜の販売

施設整備

資金調達・設計

レストラン営業

メニュー開発

インターネット通販の検討

法人化準備

farmer's market ひなた

会社設立
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５．商工観光分野 
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【商工観光分野の取り組み】

1 商店街の振興 ・須崎商工会議所 ・買い物弱者及び地域コミュニティ拠
点としてチャレンジショップを検討。Ｈ
27　市・商工会議所等で県内のチャ
レンジショップに視察。

・運営の母体となる組織
の立ち上げ
・物件の選定

・H29「まっことまっこと」で
の日用品販売
・H29の須崎地区活性化
プロジェクトは年1回の開
催にとどまった。

・買い物弱者への支援
及び地域コミュニティの
拠点整備

・チャレンジショップの設
置

・H29　チャレンジショップ
の計画づくりが遅れてい
る。

2 空き家等の活用による商店
街の振興

・ＮＰＯ

・住民団体

・須崎市

3 須崎の鮮魚の魅力をＰＲす
る取り組みの強化

おいしい須崎の魚の魅力を
様々な機会を利用してＰＲして
いく。

・関係団体

・関係者

・須崎市

4 体験・民泊事業の観光産業
化

観光協会を法人化し、体験・
民泊などの募集型企画旅行
の実施により収益事業を展開
する。

・須崎市観光協会

・須崎商工会議所

・須崎市

・その他関係団体

須崎市の補助事業により、体験・民
泊事業を実施している。今年につい
ては、補助金２００万円を事業展開
のため再委託し実施している。

・観光協会の法人化

・専門職員の配置と営業
により、収益アップとス
タッフの確保

・食の観光商品づくり

・地域振興にコミットした
い住民やNPOの活躍の場
や活動資金が少ない
・閉店によって欲しいもの
が揃わないため住民ニー
ズに応えられていない
・観光客を対象としたお店
がない
・商店街がシャッター街と
なっており活力が失われ
ている

・H29年度末に前田耳鼻
科改修工事完了。管理を
（一社）防災活動支援セン
ターに決定。
・上原亭の管理は、NPO
暮らすさきに決定。
・移住者用住宅改修とし
て2軒に補助。

・市外からの来訪者が土
日に魚を食べることがで
きるお店が少ない

・養殖業は都市部での販
売が不十分

・H29は、各種イベントに
PR活動を実施したが、土
日に魚を食べることので
きる店の拡大は出来な
かった。県外の取引も数
回に終わっている。

・チャレンジショップの設置

・空き家活用促進事業の活用
により、総合的な商店街の振
興を行う。

・物件は民間の物を活用し10
年で返還することにより保有・
管理リスクを減らす。

・商業面だけではなく、住民の
居住満足度を高める仕組みを
作る。

・移住者用の物件について
は、H29年度より空き家活用
促進事業として、補助金により
改修を進める。

・まちかどギャラリーを直営にて運
営。改修工事が終了し、アーティス
ト・イン・レジデンスや各種展示や地
域イベントとの連携などに取り組ん
できた。

・これまで空き店舗を活用した具体
の取り組みが進んでいないが、観光
案内や特産品販売など一部での取
り組みも実施している（まっことまっこ
と）。

・ギャラリーの管理を
NPOに委託し、まちづく
りへの積極的な参画と
活動体制の支援を行う。

・空き店舗・空き家を改
修したチャレンジショッ
プ、移住者向け滞在施
設、コワーキングスペー
ス、学生の地域活動拠
点、常設ギャラリー等を
開設する。

・移住者居住用住居に
ついては、移住者受け
皿用住宅の確保の為、
改修を補助する。

・事業実施のための旅行
事業法に基づく有資格者
の配置
・旅行業の登録
・資金不足
・法人化

・H29は民泊10校、体験4
校、受入れ116家庭で収
益は増加傾向。ただ、法
人化には資金繰りで来年
度以降になる。

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取り組みと成果
現状の課題

又は進捗状況
主な内容

・須崎の鮮魚の魅力を知ってもらうた
め、海の駅「ぐるーめすさき」で土日
祝日に営業している

・イベントの開催（新子まつり、魚祭
り、野見湾元気なお魚まつり、うつぼ
祭り等）やパンフレットの作成等の取
り組みにより、「魚がおいしいまち須
崎」として知られてきた

・須崎の魚のPR

・土日に魚を食べること
ができるお店の拡大

・海の駅「ぐるーめすさ
き」ＰＲの強化

・都市部での販路開拓
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指標 目標値（H31）

チャレンジショップ 3箇所

Ｈ27　改修1件

Ｈ28　改修1件

H29～改修補助

空き店舗活用5箇所

魚関係イベント来場者
数
H26

しんこ祭り約15,000人
野見湾元気なお魚祭り
約1,500人
うつぼ祭り約10,000人

しんこ祭り18,000人
野見湾元気なお魚
祭り1,800人
うつぼ祭り15,000人
魚祭りの定期開催

教育旅行受入者数 5,000人

Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31
目指すべき姿

Ｈ27 Ｈ28

買い物弱者への支援及び

地域の拠点が整備されている

・各種イベントの開催による須崎の魚のＰＲ（新子まつり、野見湾元気なお魚まつり、うつぼ祭り等）

・新たなイベントの開催

・「須崎の魚」ののぼりを活用したＰＲ

須崎の魚のＰＲ

土日に魚を食べることができるお店の拡大

新しい魚を提供する場や店舗運営の検討

海の駅「ぐるーめすさき」ＰＲの強化

ホームページやチラシ、各種イベント等でのＰＲ

都市部での販路開拓

県のアンテナショップ等での試食会の開催

事業の実施・拡大

法人化に向けての検討・準備

収益の確保

体験型民泊事業の運営方

法の検討

観光協会の法人化

運営に向けての調整・アドバイス

須崎地区活性化プロジェクトとの調整

買い物弱者への支援及び地域コミュニティの拠点整備

商店街の調査

チャレンジショップの設置

実施に向けての検討

出店者の募集と出店後のサポート

改修候補地の公募・選定

空き店舗・空き家活用による地域振興

まちかどギャラリーの管理運営

指定管理

改修設計・工事

移住者居住用空き家改修への補助

チャレンジショップ、移住者向け滞在施設、コワーキングスペース、学生の地域活動拠点、常設
ギャラリー等として活用

物件管理運営団体の公募・選定

空き家活用促進事業
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【商工観光分野の取り組み】

5 釣り客を対象とした渡船に
よる観光振興

県内外の釣り客を対象にした
渡船事業による観光事業

・須崎市観光漁業セ
ンター

　８名の船頭によりローテーションを
組み、釣り人への渡船業務による観
光事業として実施している。

・採算性の向上に向けた
運営方法の見直し

・サービスの質の向上

・利用客の増加に向けた
ＰＲ

・遊漁渡船組合 ・１３～１４艘の船を使い、組合員交
代で運営している。（事務員１人）
以前は５～６千人の来客があった
が、昨年は４千人ほど
釣り具メーカーの釣り大会を開催。

・秋から冬にかけては、釣り筏を設
置している。

・遊漁客の増加対策

・集客のための効果的な
ＰＲの実施

6 釣り筏を活用した観光振興 釣り筏を活用した渡船業務に
よる観光事業

・釣り筏事業者 ・利用客増加を目指した
効果的なPR

・客のニーズ調査等によ
る新たなサービスの開
発

7 温泉を活かした観光振興 ・温泉宿 市内温泉宿の一つはwebサイトや客
室等のリニューアル、単価設定の高
い別館の増築を行い、好評を博して
いる。
他の施設では広告を節約するなど、
その分をサービスに還元し内容を充
実することによる口コミを大切にして
いる。

・須崎市の温泉とタイアッ
プして取り組みができる
観光地が不十分

・H29.3月までに3棟の別
館等が完成
・奥四万十博ではじめた
スタンプラリーを継続し、
広域連携を進める

・別館等の更なる増築等
による宿泊者数増加

・市内温泉のブランド化
による知名度のアップ

　

・四国内屈指の良質な泉質で
ある市内温泉をブランド化す
る。

・ターゲット層を都会の比較的
富裕層とし、市内温泉のブラ
ンド化を目指す。

・浦ノ内湾における釣り筏事業所は、
１０事業所あるものの、それぞれがも
つ固定客の高齢化などもあり、利用
客数はピーク時の半分になってい
る。

・家族連れ用に釣り筏を用意するな
どのサービスのほか、養護学校生徒
の受け入れや、障がい者団体の受
け入れなど、新たな取り組みも行っ
ているものの、利用客数回復につな
がっていない。

・燃料費の高騰

・接客サービス

・利用客数減少

・H29に船釣り料金の改訂
や土産品の販売、ぐるー
めとのタイアップを実施。
ホームページを更新し、タ
イラバによる船釣りをPR
し、新たな船頭確保を目
指す。

・遊漁客減少に伴う収入
減
・後継者不足
・釣り筏の老朽化に伴う修
理費の増大

・H29釣り客2,000人、釣り
筏300人。釣り大会は減。
・浦ノ内湾釣り筏渡船振
興会とは、内海と外海で
連携が困難。

・赤潮の影響による水質
の悪化
・燃料費の高騰
・利用客の減少

・H29　釣り筏専用ホーム
ページ開設。イベントを
フェイスブックと連携し情
報発信。
・家族連れへの釣り具とラ
イフジャケット準備

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取り組みと成果
現状の課題

又は進捗状況
主な内容
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指標 目標値（H31）

利用客数（Ｈ25：3,400
人）

5,000人

釣り客数
（Ｈ26：4,000人）

5,000人

入浴客数（Ｈ25：5万
人）

6万人

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31
目指すべき姿

サービスを向上させるとともに新たな収益事業に取り組むことにより、事業継続を目指す。

採算性の向上に向けた運営方法の見直し

サービスの質の向上

サービスの質の向上に向けた取り組みの実施

利用客の増加に向けたＰＲ

利用客の増加に向けた県内外への効果的なＰＲの実施

遊漁客の増加対策

釣り具メーカーとタイアップした企画による釣り客の獲得

若者等を対象とした顧客層の開拓

集客のための効果的なＰＲの実施

ホームページや広報紙等でのＰＲの実施

若者等を対象とした新たなサービスの開拓

釣り筏を活用した釣り好き漫画家との交流イベントの開催

利用客増加を目指した効果的なPR

観光パンフレットやホームページ等を活用したＰＲの実施

客のニーズ調査等による新たなサービスの開発

家族連れや女性を対象としたサービスの開発

利用客数の増加

泉質のPRを軸にブランド化の推進

別館の増築 顧客ニーズにあわせた改修、リニューアル等の実施

別館の更なる増築等による宿泊者数増加

桑田山温泉のブランド化による知名度のアップ
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【商工観光分野の取り組み】

8 「道の駅」による地方創生
拠点の形成

須崎市道の駅「地方創生拠点プロ
ジェクトチーム」設立（H26.10）

9 須崎駅前での観光案内等
の充実

・須崎駅前「まっこと
まっこと」

・須崎市観光協会

・須崎商工会議所

10 鍋焼きラーメンの都市圏進
出

・須崎名物鍋焼き
ラーメンプロジェクト
X

・観光協会

・須崎市

・専門店を目指したイベ
ントへの出店

　

11 伊勢海老を活用した池ノ浦
地区の振興

伊勢海老を活用した地域振興
及び池ノ浦地区のイメージ
アップ

・地元伊勢海老料理
店

・伊勢海老の専門店として評価が高
い。

・新たな観光ルートの開
発（海上ルート等）

・観光客等を対象にした
効果的なＰＲの実施

　

・ＰＲ不足のため一般の観
光客に知られていない

・H29　大型バスが入れな
い等、具体的な協議に
至っていない。

・売り上げは順調に推移。
特にしんじょう君グッズの
イベントでの売り上げが大
きい。
・平成27年4月からは市の
ふるさと納税の特産品送
付事業を受託し2人雇用。
店舗ではパート2人＋期
間限定社員1人。平成28
年4月以降は1人雇用を追
加予定。
・近隣の高齢者に向け電
話依頼による食品等の宅
配サービスを実施。

・H29　ふるさと納税の売
上げは伸びているが、実
店舗の売り上げ、スタッフ
の育成が課題
・買い物支援は品揃えな
どに課題

都市圏に鍋焼きラーメンの専
門店を出店し須崎市の知名度
をアップさせる。そして、須崎
ブランド商品の売り上げ増加
を目指す。また、須崎市に来
てもらう。

・県外イベントに出店（年間２０回以
上）し、ラーメンの提供だけでなく須
崎の宣伝を行う。

・新聞への掲載、テレビ、ラジオに出
演等の宣伝活動

・関東地区での鍋焼きラーメンの知
名度はまだまだ低いが、県外からの
来訪者等が「道の駅」で鍋焼きラーメ
ンを注文することなどから、一定の
宣伝効果は上がっている。

・須崎市産業振興計画推
進補助金を活用して「首
都圏進出に向けた広報宣
伝事業（「ＢＩグランプリで
のＰＲ」を実施）

・H29　B1グランプリを引
退。

元々、ドライバーが立ち寄るト
イレ・休憩施設として生まれた
「道の駅」は、その数１，０００
を超える中、それ自体が目的
地となり、まちの特産品や観
光資源を活かして人を呼び、
地域に仕事を生み出す核へと
独自の進化を遂げ始めてい
る。この進化する「道の駅」の
機能強化を図り、地方創生の
拠点となる取り組みを行う。

・国土交通省四国地
方整備局

・須崎市

・須崎市道の駅

その他下記関係団
体等で構成する事
業主体を検討
・須崎商工会議所
・須崎市観光協会
・市内漁協
・ＪＡ
・暮らすさき

・須崎駅前では、列車やバス
の乗換も含めて、市外・県外
からの観光客等が多く来てい
るが、十分に取り込めていな
いのが、現状である。

・簡単な観光案内等は、須崎
駅前「まっことまっこと」で行っ
ているが、観光協会等も含め
連携した中で、須崎駅前での
観光案内等を実施することに
よって、更なる充実を目指す。

・左記の観光客等に須崎市内のお
土産やグッズ販売、軽食（パン、寿
司、うどん等）の販売。また、宿泊も
含めて観光案内の実施

・詰め合わせセット等のネット販売

・しんじょうくんグッズの販売

・夕暮れまつりの開催

・庁内に「重点道の駅検
討委員会」、市民各層か
らなる「道の駅を活かした
まちづくり協議会」を設置
・すさきがすきさ産業振興
計画推進補助金「重点道
の駅推進事業」を実施
・２０１６奥四万十博須崎
市サテライトセンターとし
て整備
・Ｗｉ－Ｆｉの整備、レストラ
ンメニューの多言語化を
平成27年度に実施する。

・H29に須崎高校跡地利
用の報告があったが、具
体的な計画策定に至って
いない。
・毎月1回暮らすさきの移
住相談会会場を提供。

・しんじょう君の知名度を
活かしたグッズ・おみや
げ品の販売促進

・宿泊等を含めた観光案
内

・ネット販売の工夫

・ふるさと納税の事業所
取りまとめおよび顧客対
応

・宅配サービスの充実検
討・実施

・多機能展望タワービル
（通常は文化財等の展
示や観光施設として、災
害時等は避難場所とし
て機能）
・電気自動車用ＥＶ充電
設備を設置
・無料公衆無線ＬＡＮの
整備
・多言語対応の観光案
内所の設置
・地元農林水産物直販
所を整備
・高速道路上下両線との
接続
・オートバイ・自転車等
の駐車施設（自転車用
ピット含め）の整備
・非常用電源装置等の
整備

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取り組みと成果
現状の課題

又は進捗状況
主な内容
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指標 目標値（H31）

道の駅来場者数
H25　420,509人

来場者数20％増

「まっことまっこと」売上
Ｈ26約1,900万円

売上20％増

都市部での鍋焼きラー
メンの提供店数
Ｈ26実績なし

3店以上

海上ルートなどの新た
な観光メニューの開発
Ｈ26実績なし

1件以上

目指すべき姿
Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

専門店を目指したイベントへの出店

東京出店に向けた、出店場所・人材確保・運営主体の検討

専門店の出店

旅行業者と連携、池ノ浦のブランド化やＰＲ活動の実施

新たな観光ルートの開発（海上ルート等）

新たな観光ルートの検討、旅行業者と連携

観光客等を対象にした効果的なＰＲの実施

１

まち歩きガイドとの連携検討

観光案内などの機能強化

ふるさと納税事務

ふるさと納税を活用した地産外商の推進

市内事業者と連携した商品企画立案

高齢者等への宅配サービス検討・実施

買い物支援

県外イベントでのグッズ販売

しんじょう君グッズによる須崎市ＰＲ

関連グッズ充実化およびオリジナルグッズ販売

地域イベントへの協力・参加

基本計画策定・決定

道の駅の観光機能の充
実と防災機能の強化を
図るための検討会設置

検討委員会・ＷＧの開催

道の駅を活かしたまちづく
り協議会開催

事業化・詳細設計

観光情報や移住情報の発信など、可能な取組は順次開始

工事着手
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【商工観光分野の取り組み】

12 日・木曜日市組合の活性化 農産物だけでなく、須崎市の
売りである魚類、フリーマー
ケット等新たな品目等を販売
し活性化したい

・日・木曜市組合 ・観光客等に対するＰＲ

・新たな出店者の確保

13 須崎市立スポーツセンター
の施設を活用した体験型
観光等の推進による地域
の活性化

・須崎市

・ＮＰＯ法人すさき
スポーツクラブ

14 シーカヤックによる体験型
観光の推進

シーカヤックでのツーリング ・個人事業者 ・利用者の要望に応えられるようツ
アーコースを増加する

・シュノーケリングや箱メガネを使っ
た魚鑑賞などのオプション追加

・地元情報誌への掲載等、ツアーの
宣伝を行ない、利用者を増やしてい
る

15 ウツボ料理を開発してウツ
ボのまちすさきとして売出し
誘客を図る

ウツボ商品による新たな須崎
の特産品づくり

・うつぼ学会

　

・須崎ＪＣ、須崎商工会議所青年部が中
心となりうつぼ学会を結成。平成２５年
度に第１回うつぼまつりを開催。平成２
６年度は土用の丑の日に量販店店頭で
ウツボのかば焼きを販売。マスコミ効果
もあり早々と完売。イベントにウツボの
空揚げ、ウツボ丼等を出品する活動を
継続中。平成２７年２月には第２回うつ
ぼまつりを計画中である。このような活
動により須崎=ウツボが浸透し始めてい
る。市内のお菓子製造業者がウツボパ
イの整品化にチャレンジし、工業技術セ
ンターで加工品を試作したが、製品化ま
でには至らず。

・うつぼ学会の活動は、市内飲食店で
様々なウツボ料理を考案、提供いただ
いてウツボの街を創造する。うつぼ学会
は、イベントや話題づくりで須崎のウツ
ボのＰＲを行う。

・平成26年度は約200人であっ
たが本年度はすでに1月～8月
目でに200人を受け入れてい
る。シュノーケリングなどのオプ
ションンも好評。
・ポータルサイトの立ち上げを目
指している。
・カヤックの増と運搬するトレー
ラーの購入を検討中。
・今後のシーカヤックの普及を
考えれば、トイレ、シャワー、駐
車場などの環境整備が必要で
ある。
・市内温泉事業者とコラボして
ツアーの参加者には温泉半額
利用などに取り組んでいる。
・将来、旅行会社をとしていくた
めの準備を始めている。資格も
取得済みである。
・H29カヌー2艇購入（全12艇）

・うつぼまつりの開催

・ウツボの新料理の研究
提案

・すさきウツボマップの
制作

・ウツボサミットの開催

・ウツボマップは平成27年2
月に完成。毎年更新したい。
・全国展開無限大事業補助
金（日本商工会議所）の採択
を受けた。
・ウツボの加工品の全国発送
を目指す。
・都市圏での市場調査をした
い。
・企業組合設立を目指す。

・H29にウツボまつり再開（毎
年開催）
・ウツボマップは製作費に課
題。
・ウツボサミットは開催先送り
で、商品開発を目指す
・企業組合化を検討中。

・情報誌やテレビ、ラジオ
等での宣伝

・食事、宿泊施設等、他の
事業所と連携し相互利用
の促進につなげる

・シーカヤック数を増やす

・テントでの宿泊やカヤッ
クフィッシングなどオプショ
ンの追加

・旅行パックの提供

・ガイドの雇用（繁忙日の
み手伝い程度で対応可能
なため、未整備）

・日曜日と木曜日に４０～６０店で農
産物、干物、旬のもの、たいこまん等
を販売する。たいこまんは、全国テレ
ビで取り上げてもらったので県外か
ら注文がある。
・ふき、キンカンは県外からもわざわ
ざ買いに来られ、生産者の生きがい
となっている。

・販売者の高齢化と後継者不
足
・販売品目の固定化
・客の固定化
・魚類の販売ができていない
・宣伝不足

・H29　前年より出展者が減
少。

ドラゴンカヌー、シーカヤックを
使った海洋プログラムの企画・
運営、教育旅行、遠足の受入
れ事業他

須崎市立スポーツセンターのアリー
ナ（体育館）、運動広場、カヌー場な
どを活用し、教育旅行の海洋スポー
ツ体験、カツオの藁焼き体験活動を
行っている。ドラゴン大会やオープン
ウォータースイミング大会など様々
なイベントを行っている。

・スポーツセンター「横浪ア
リーナ」の利用向上のための
スポーツ合宿等の誘致の促
進が課題

・海洋スポーツの一層の推進
のための魅力あるプログラム
開発と指導者の確保が課題

・ＰＲ活動の強化が課題

・事業推進体制の強化が課
題

・施設、設備、備品の老朽化
や不足等の課題

・H29に海外ナショナルチー
ム、実業団、大学の合宿実施
・カヌー教室、SUPなどのイベ
ントを開催

・スポーツ合宿等の誘致

・魅力ある海洋スポーツ
の企画実施

・指導者の養成、推進体
制の強化

・ＰＲ活動

・施設、設備の充実
　備品の購入

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取り組みと成果
現状の課題

又は進捗状況
主な内容
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指標 目標値（H31）

出店者数
日曜市

木曜市

60店

50店

ドラゴンカヌー、オープ
ンウォータースイミング
等の海洋スポーツ体験
者数（Ｈ26：約6,000人）

20,000人

シーカヤックツーリング
者数（H26：190人）

500人

ウツボ料理提供店
（Ｈ26：19店）

30店

Ｈ30 Ｈ31
目指すべき姿

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

観光客等に対するＰＲ活動・新たな出店者の確保

観光客等に対するＰＲ・新たな出店者の確保

宣伝活動

シーカヤック数の増数

ＰＲ活動

購入資金調達、購入、整備

オプション追加

必要物品購入及びガイドのスキルアップ

ガイドの雇用
ツアー数増加のため有資格者ガイドの雇用

他事業所との連携強化

旅行パックの提供

パックツアー提供のため、宿泊施設等との検討及び連携

ウツボ新料理の研究開発・提案

ウツボまつりの開催

ウツボマップの制作準備 ウツボマップの制作・配布

ウツボサミットの準備 第１回ウツボサミットインすさき

商品化および販路拡大

地域力活用新事業∞全国展開プロジェクト

成分分析

市場調査・視察

試作品作り

企業組合化

販路拡大・商品ＰＲ

スポーツ合宿等の誘致

魅力ある海洋スポーツの企画実施

関係者との協議 パンフレット等の作成

誘致活動

魅力ある海洋スポーツの開発

指導者の養成、推進体制の強化

魅力ある海洋スポーツの企画、実施

ホームページによるＰＲ活動、関係者と連携したＰＲ活動の推進

ＰＲ活動の推進

坂内バリアフリー工事

施設、設備の充実

大島施設工事、備品整備 坂内施設工事

ウツボまつりの開催
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【商工観光分野の取り組み】

16 「アート」を切り口とした須
崎的文化創造による地域
づくり

17 須崎市マスコットキャラク
ターを活用したまちおこし

須崎市の知名度UPや観光客
誘致、情報発信において須崎
市マスコットキャラクターしん
じょう君を活用したまちおこし
を行う。

須崎市 ・イベント出演
・SNS情報発信
・地場産品のPR

18 地域の特産品の販売及び
観光・移住情報等の情報発
信の拠点整備
（須崎市アンテナショップの
開設）

都市部へ須崎市アンテナ
ショップを開設することで、須
崎市の特産品のＰＲや販売促
進を行い、地産外商をすすめ
るとともに、観光・イベント・移
住関連等の情報発信を行う。

　

下記の関係団体等
で構成する事業主
体の立ち上げを検討
・ＪＡ土佐くろしお
・市内漁業関係組合
・須崎市道の駅
・市内事業者
・須崎市

１　須崎市内での地域特産品の主な
提供先
　・須崎市道の駅かわうその里
　・ぐるーめ須崎（土曜、日曜、祝祭
日のみ）
　・黒潮市場（大型量販店内）
　・土佐くろしお農協直販所

２　観光・イベント情報の発信
　・須崎市及び須崎市観光協会の
ホームページ、観光パンフレットの作
成
　・須崎市道の駅かわうその里
　・マスコットキャラクター「しんじょう
君」の活動

・直販の場としては、須崎
市内にとどまっている

・もっと、市外・県外の人
に須崎の良いもの・おいし
いものを提供したい
　（例）鍋焼きラーメン、農
産物、海水産物の提供

・地産外商を進め、市外で
の消費を促進させる必要
がある

・飲食物の提供
　鍋焼きラーメン、魚料
理、シラス　等

・農産物の販売
　ミョウガ、キュウリ、シ
シトウ、ニラ、ショウガ
等

・海水産品の販売
　豊富な魚、伊勢エビ、
干物、シラス　等

・その他の特産品の販
売
　練り製品、お菓子類、
醤油、木工製品、刃物
等

【観光・イベント、移住関
連情報の発信】
・観光パンフレットの提
供

・イベントパンフレット、
チラシ等の提供

・移住相談（移住定住支
援センター暮らすさきと
の連携）

・マスコットキャラクター
「しんじょう君」の活用

・今秋、県内外から１６組のアーティ
ストを招致し、滞在制作と展覧会を
行う「現代地方譚2アーティストインレ
ジデンス須崎」を開催した。

・今年の１月に実施した１回目では、
期間中１，５００人を超える参加者が
あり、好評を博した。

積極的なイベント出演、SNS交流を
通じて認知度を拡大。9月には初とな
る須崎市での大規模キャラクターイ
ベント「ご当地キャラまつりin須崎」を
開催した。
・ご当地キャラまつりin須崎
　来場者数5万人
・推定経済効果5～10億円
・関連商品224点　合計1.4億円
・twitterフォロワー数　1.5万人
・facebookファン数　3,000人
・公式ブログPV   48万PV

・活動資金、人員の確保

・H29の衆議院選挙啓発
キャラクターに抜擢され
る。
・パリのジャパンエキスポ
や台湾でのイベント実施
し、アンバサダー企画が
進行。
・キャラまつりは9.5万人
の来場者。

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取り組みと成果
現状の課題

又は進捗状況
主な内容

全国から様々な分野のアーチ
ストを招へいし、須崎で作品
制作を行ない、すさき街角
ギャラリーを中心とした旧市街
地の建物等や新荘川、横浪半
島等の自然をギャラリーとした
展示を行う。

・「アートによる地域づく
り実行委員会」（仮称）を
立ち上げ、実行計画の
検討（場所の選定、運営
方法、予算等）
を行う。

・交流会・展示会の実施

・すさき街角ギャラ
リー

・住民組織

・須崎市

・高知県立美術館

・高知大学等

・関係機関の連携強化

・制作場所、滞在場所の
選定、確保

・H29　実行委員会を増加
させ、推進している。



40 

 

   

指標 目標値（H31）

現代地方譚来館者数
（Ｈ26：2,000人）

5,000人

キャラまつり来場者数
（Ｈ26：50,000人）

キャラまつり経済効果
（Ｈ26：5億9千万円）

100,000人

9億円

・売り上げ目標 月1,500万円

Ｈ30
目指すべき姿

Ｈ28 Ｈ29Ｈ27 Ｈ31

交流会・展示会の開催

メンバーの選定、運営方法の検討、
展示場所の決定 等

「アートによる地域づくり実行委員会」（仮称）による検討

・イベント参加 ・SNS情報発信 ・地場産品PR

・しんじょう君の情報発信力を利用した、特産品、観光、イベント等複合的な須崎市PR

Twitterフォロワー数 １０万人

Facebookファン数 1万７千人

公式ブログPV数 ２４７万PV

強い情報発信力を利用した町おこしが可能に

なる。

都市部への須崎市アンテナショップの開設

運営主体の検討

適地、財源等の検討

設計・工事の実施

運営主体によるアンテナ

ショップの運営・管理

地域おこし協力隊の検討と活用
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【商工観光分野の取り組み】

19 須崎魚市場周辺の整備 ・漁業協同組合

　
20 須崎港の機能強化による

産業振興
・須崎市
・高知県
・国土交通省
・関係企業
・関係団体

21 地域に根差した企業の支
援による生産性の向上、新
たな雇用の創出

地域に根差して活動する企業
等が施設整備や事業規模の
拡大、新技術の導入等によっ
て、生産性の向上や新たな雇
用の創出等に取り組む事業に
対し、行政支援を行う。

・地場企業
・高知県
・須崎市

・須崎市内には農機具部品製造や
竹製品加工の操業１００年を超える
企業など、地域に根差した企業が活
動しており、雇用の場の確保などを
通じて地域経済へ大きく貢献してい
る。

・地域経済を支える地場
の企業が生産性の向上を
図るための工場や施設の
増設等に対する支援策が
少なく、域外への流出す
る恐れがある。

・地場企業に対する支援
策の充実

22 地場産品の地産外商推進 ・市内各事業所
・須崎市

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取り組みと成果
現状の課題

又は進捗状況
主な内容

老朽化している須崎市魚市場
を改修し漁業振興に寄与する
とともに、漁協直営の食堂
（仮）を設置・経営することで、
須崎のおいしい魚のＰＲや、
漁協組合員の所得の向上に
寄与する。

須崎市「魚市場」
◇昭和５２年度完成
　　建築から３５年経過
◇鉄筋コンクリート平屋建
　　1,221㎡
◇事業費85,308千円
　　県56,872千円、市710千円、漁協
27,726千円
◇リマ区域周辺漁業対策事業で整
備

■魚市場の老朽化対策
が必要
　
■「須崎のおいしい魚」を
ＰＲするため、「知ってもら
う」「食べてもらう」を場の
提供が必要

平成27年度に須崎魚市
場機能強化のための調査
を実施。

整備検討会の設置
・魚市場等の整備に係る
関係者による協議会を
設置し、整備可能性の
検討を行う

魚市場等の整備
・検討結果を受け、整備
を図ることとなった場合
は、実施設計や工事の
施工など

・須崎港に新たな大型バース
を設置するとともに港湾の背
後地開発を行う。

・既存誘致企業の競争力強化
を図るとともに、港を活用した
新たな企業誘致等を実施す
る。

・一次防災拠点港としての機
能強化を図る。

・昭和４０年に国の重要港湾に指定
され、良質な石灰石・セメントの積み
出し、木材の輸入など、県内最大の
貨物量を取り扱う国際貿易港とし
て、県内産業はもとより国内産業の
振興において大きな役割を果たして
いる。
　○貨物取扱量は四国第２位
　○H25年の取扱量はH10年以降で
最高

・H22.8月　国の「新規の直轄港湾整
備事業の着手対象とする港湾」に選
定されず。

・H22.9月　須崎港が抱える課題を整
理し、今後の須崎港湾計画改定に向
けて、進むべき方向性を検討するた
め関係機関による「須崎港の明日を
考える会」を設置。

・H25.5月　高知県一次防災拠点港
の指定

・我が国の臨海部立地産業
においては、船舶大型化へ
の対応等によって輸送コスト
の低減を図り、競争力強化
を図っている一方、須崎港
大峰地区においては、現
在、１万トン級船舶までしか
利用できず、輸送コスト低減
による競争力強化ができな
い状況にある。
　このため、より大型の船舶
の利用を可能とすることによ
り、輸送コストの低減を図
り、もって県内産業において
重要な位置を占めているセ
メント関連企業等の競争力
を確保する必要がある。
・県の一次防災拠点港とし
ての機能強化を図る必要が
ある。
・現在の岸壁の老朽化
・人口減少が続く中で新たな
雇用の場が必要

・H30.1に須崎港港湾計画改
定

・須崎市、高知県、国土
交通省、関係機関による
「須崎港推進検討委員
会」の設置

・港湾計画の改訂手続き

・新たな立地企業の誘致

・ふるさと納税の仕組みを利
用し、
◆納税いただいた方に須崎市
をさらに好きになってもらうよ
う、寄付額に応じた地場産品
をお礼に送る。

◆また、須崎市を知らなかっ
た方にも、須崎市を知ってもら
い、ふるさと納税をいただける
ように情報発信を行う。

◆魅力的な地場産品を送付で
きるよう事業所と共に商品の
磨き上げを行う。

以上によりふるさと納税額・件
数が増加することで、地場産
品を市外・県外の方に知って
もらい・食べてもらえる、また、
事業所としても地場産品の売
上増と販路拡大につながる

平成25年度　14件　425,000円
平成26年度　35件　2,070,000円
平成27年度　3月14日現在
　　　　　　　　　　　564,245,722円

・地場産品の充実と須崎ブラン
ドの確立
◆事業所への協力依頼

◆市商工会議所と連携した各
種問い合わせ対応や、事業者
との受発注・配送のシステム構
築

・情報発信の強化
◆しんじょう君のSNSや市HPを
使った情報発信

◆各種メディア（専門誌やポー
タルサイトなど）を活用した、ふ
るさと納税検討者への情報発
信

・納税者の満足度を高める取り
組みによるリピート率向上
◆寄付しやすい簡素な手続き
方法の検討
◆お礼の地場産品をすぐに発
送できる受発注の仕組みづくり
◆地場産品の開発・品質維持
の研修会の開催

・平成27年4月から寄付者
への返礼品の充実を行っ
た。その結果、須崎の地
場産品の売り上げが増加
している。
・ふるさと納税ポータルサ
イト「ふるさとチョイス」を
活用し寄附金が大幅に増
加した。

・H29にANA,ふるなび、さ
とふる、楽天での受け付
け開始
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指標 目標値（H31）

H26年度
寄付額207万円

寄付額20億円

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31
目指すべき姿

港湾計画の変更が整い、新たな耐震バース

（水深12ｍバース）の整備計画が出来上がって

いる。

港を活かした企業誘致が進んでいる。

「地場企業に対する支援策の実施

地場企業支援策の条例化 条例化に基づく企業支援

新規雇用者数３０名、または工場や施設など

の新たな施設整備が進んでいる。すさきがすきさ産業振興推進総合支援事業の活用

かわうそラボを活用した「しんじょう君」を使ったＰＲの検討と実施

情報発信強化

地場産品の充実と須崎ブランドの確立

事業所への協力依頼

しんじょう君のSNSを利用した情報発信

専門誌やポータルサイトの活用検討

各種メディアによる発信

寄付しやすい簡素な手続き方法の検討と実施

納税者の満足度を高める取り組みによるリピート率向上

お礼の地場産品をすぐに発送できる受発注の仕組みづくり

地場産品の開発・品質維持の研修会の開催

視察

商工会議所と連携した体制づくり

体制確立

「須崎市魚市場整備検討会」（仮称）の設置

・現状認識と課題の共有

・関係機関との調整

・国事業の導入に向けた調査・研究

関係者との協議

・現状認識と課題の共有

・関係機関との調整

須崎港長期構想検討委員会準備会

港湾計画の改訂

港湾計画改定方針（案）の策定

・港湾計画素案の策定

・高知県地方港湾審議会

・交通政策審議会港湾分科会

港湾計画に基づく整備の促進

須崎港長期構想検討委員会

須崎港長期構想の策定

新たな立地企業の誘致

港を活用した企業の誘致に取り組む

外国人技能実習生の受け入れ促進

送り出し国・都市との交流

魚市場の整備に向けた検討がすすみ、以

下の計画により実施する。

基本設計 平成32年度

実施設計 平成33年度

工事施工 平成34年度

施設の竣工 平成35年度
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【商工観光分野の取り組み】

23 須崎市と共同開発した浄水
装置を基にした派生型の開
発と量産化

・アクアデザイン(株)
・須崎市

24 地域再生マネージャーによ
る地域活性化プロジェクト

ＡＣＴすさき

25 土佐打ち刃物の継承と販
売促進

事業継承の為の人材育成と、
海外への販路開拓

市内鍛造業 自社工場で生産した包丁を全国の
百貨店や食品関係のセレクトショッ
プで販売。

ふるさと納税返礼品事業に取り組ん
でいる。

打ち刃物体験受け入れ

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取り組みと成果
現状の課題

又は進捗状況
主な内容

　浄水機の製造販売を中心
に、須崎市とアクアデザイン
（株）と共同開発した製品「ＥＭ
Ｇしんじょう君」と併せて派生
型の研究・開発を行い、全国
的に販路拡大のためのキャン
ペーンを展開し、受注数を確
保しすることにより、須崎市で
の生産拠点工場の安定操業
を図る。

海外販路開拓について三
条鍛冶学会との連携を進
めている。三条市役所の
工場訪問もあった。
JETROにも相談してい
る。

三条市で開催される工
場の祭典への視察や鍛
冶学会との情報交換を
行う。

海外向け商品開発

市の取り組んでいる海
外イベントへ出展する。

自社製品の性能評価を
行う為、大学との共同研
究に取り組む。

職人育成の為、効果的
な求人の方法を検討。
移住事業や地域おこし
協力隊事業と連携させ
る。

　空き家・空き店舗を活用して
街中に活動拠点を構え、そこ
を起点にして複合的に事業を
展開。かつての銭湯「錦湯」を
借りる。

　銭湯部分を「銭湯ギャラ
リー」と名付け、ワーショップや
雑貨・農産物・加工品販売や
カフェスペースとする。

　住居部分を女性専用簡易宿
泊施設「錦湯ハウス」とし、順
次、近隣の空き家を改修し一
棟貸しできる宿泊場所を増や
していく。

　全体を「錦湯ガーデン」とし
て須崎ツアーの企画・受付を
行い、外国人も含めた旅行客
の受け入れを行う。

平成27年度須崎未来塾に参加し、
須崎を活性化したいという同じ目的
をもつ4人で活動を始めた。

・ガレージセール
　手作り雑貨・小物・ペットグッズ・無
農薬野菜や軽食を販売

・市内イベントへ出店
　手作り雑貨・小物・ペットグッズ販
売、ベトナム留学生と一緒にチャイラ
テ・フォー屋台出店

・すさき街角ギャラリー花子ファーム
とのランチバイキング出店

・京都にて旅行代理店経営実績有

・須崎市内で簡易宿泊施設「さくら
荘」を経営

【宿泊業：錦湯ハウス】
布団や台所まわりや冷暖
房施設等の設備・備品の
整備
【旅行業】
ツアーに利用できる船
舶、船頭の確保
【コミュニティスペース運
営：錦湯ギャラリー】
建物全体の整備・修繕と
不用品の処分・撤去

・H29　宿泊業を始め、外
国人観光客もあったが、
地元対応に難しい部分が
あり、休止中。

【宿泊業：錦湯ハウス】
錦湯をはじめ、空き家利
用をして宿泊場所（簡易
宿泊）を増設していく。

【旅行業】
外海（土佐湾）からの美し
い須崎をアピールする海
のツアーや、体験観光メ
ニューを開発。まち歩きガ
イドやツアースタッフの育
成に取り組む。外国人観
光客の受け入れ体制を整
える。

【コミュニティスペース運
営：錦湯ギャラリー】
収益事業で運営費を賄い
ながら、地域人材力を生
かしたークショップ・展示・
イベント・ショップを運営。
まちなかに人が集まる仕
組みを作る。

　須崎市とアクアデザイン（株）と共
同開発した製品「ＥＭＧしんじょう君」
を特許出願中。
　共同開発した浄水機を基本モデル
として、派生型のコンセプトの検討を
行い、各種開発製品のアイデア化
行っている。

・ベンチャー企業の固有
的な問題である技術力は
世界的なレベルを備えて
いるものの、資本金を充
分に確保するための人材
等の不足があることから、
初期投資の資金をどの様
に確保していくのかが課
題である。

・H29に製品の開発につ
いて、特許庁への出願審
査請求を共同で実施

・販路拡大のための営
業活動
・新製品の開発研究
・生産施設と設備の整備
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指標 目標値（H31）

海外出展

海外販路

新規雇用

年1か所以上

新規取引先開拓1
か所以上

2人

目指すべき姿
Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

海外販路開拓

製品開発と性能評価

職人育成

須崎市での生産拠点工場の安定操業が図ら

れ、新たな雇用の創出につながっている。

外国人含め個人観光客の受け入れ体制が

ととのい、地域資源を生かした体験観光メ

ニューの充実により、交流人の拡大が進む。

コミュニティ拠点施設としてまちの賑わいづ

くりに貢献

地域人材を生かした雇用の確保

新製品の開発研究製品

改良研究・生産・販売促進

研究・生産工場の整備

体験観光事業

ツアー企画・実施

宿泊施設整備

宿泊業

稼働率1/2を目指し運営 空き家改修し１軒増設

ツアーガイド育成

ツアー船舶確保

コミュニティ拠点

錦湯の改修・整備

ワークショップ・展示・イベント・ショップ・カフェ運営

関係団体との連携による情報収集

海外向け製品の開発

製品性能評価

弟子募集と育成
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【商工観光分野の取り組み】

26 海外展開による販路拡大と
インバウンド観光促進

・須崎市
・関係企業
・関係団体

　

27 インバウンド観光客受け入
れ促進

・須崎市
・関係団体

しんじょう君を活用した海外で
の需要開拓と同時に、観光客
の受け入れ態勢の整備が必
要不可欠である。
・ゲストハウス、空き家、民泊
等を活用し、aribnb等のプラッ
トフォームを利用しインバウン
ド観光客の集客を目指す。
・観光拠点のwifi整備・観光情
報の多言語対応
・飲食店のニーズ対応
インバウンドの成功例を見て
も、これらの対応が早い観光
地が成功していることもあり、
早急な対応が望まれる。

トイレの洋式化、局地的なwi-fi設置
等はあるが、未だ不十分である。

■空き家の改修費用や
キーパーソンの必要性
■多言語対応wifi設置等
必要な事柄が多岐に渡る

・ゲストハウス、空き家、
民泊等を活用し、aribnb
等のプラットフォームを
利用しインバウンド観光
客の集客
観光拠点のwifi整備
・観光情報の多言語対
応
・飲食店のニーズ対応

縮小し続けることが予想され
る国内需要を鑑み、海外への
須崎産品の販路拡大、外国人
旅行客の誘客を図る。・須崎
市マスコットキャラクターしん
じょう君を使った海外イベント
への参加による須崎産品の展
示販売、販路拡大。ＳＮＳフォ
ロワーの獲得。観光誘客。
Ｈ２９ＪＡＰＡＮＥＸＰＯ
inParis(フランス)
touch the japan(台湾)
hyperjapan(イギリス)
台北国際動漫展（台湾）
Japan Tide(UAE)

japanexpo in thailand(タイ)

Ｈ２６　桃円国際動漫大展（台湾）
Ｈ２７　ＪＡＰＡＮＥＸＰＯinParis(フラン
ス)、ホノルルフェスティバル（アメリ
カ）
Ｈ２８　ＪＡＰＡＮＥＸＰＯinParis(フラン
ス)、touch the japan(台湾)、
hyperjapan(イギリス)、台北高島屋
高知展（台湾）、台北国際動漫展（台
湾）
・Ｈ２６年度から海外へのイベント出
演を始め、ファン獲得やＳＮＳフォロ
ワーの獲得、Ｈ２８年のＪＡＰＡＮＥＸ
ＰＯinParisではブース売り上げ１００
万円超え、須崎産品のパリ市内での
多数取り扱い等一定の成果を挙げ
ている。

■国や地域によるニーズ
の違いへの対応

■海外向けの動画、配布
物、ウェブサイト、ステー
ジパフォーマンスの必要

■需要開拓は一定の成
果を挙げており、今後も拡
大の見通しが立ってはい
るが、具体的なインバウン
ド観光の受け入れ態勢の
必要性

■語学能力

・販路拡大、観光誘客が
期待できる国でのイベン
ト参加
・ニーズに則した動画、
配布物、ウェブサイト、ス
テージパフォーマンスを
製作・外国人観光客誘
致のためのアンバサ
ダー企画の実施、受け
入れ、またそこからの外
国人須崎ファンコミュニ
ティへの展望

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取組と成果 課題 主な内容
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指標 目標値（H31）

市内業者の海外出展

観光情報多言語化

アンバサダー受け入れ

10業者

4か国語以上

3か国10人以上

民泊登録件数 10件

Ｈ２7 Ｈ２8 Ｈ30 Ｈ31
目指すべき姿

Ｈ２9

販路拡大と観光誘客のＰＲ

動画、配布物、ウェブサイト、ステージパフォーマンスの随時製作

海外のファンづくり

民泊の促進

airbnb等の利用によるインバウンド観光受け入れ

その他wifi多言語化等各種体制強化

研修会の実施

民泊管理団体の立ち上げと育成

webプロモーション推進

物件の開拓と民泊開業支援

メニュー多言語化・wifi整備の推進

観光誘客が期待できる国でのイベント参加

テストマーケティング

業者の海外イベント参加による販路開拓および海外視察の実施

須崎市アンバサダー企画の実施

アンバサダーとのインバウンド連携企画の実施

イベントＰＲ素材の製作

ＨＰの多言語化
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６．移住の促進 
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【移住促進の取り組み】

1 移住の促進 ・須崎市
・ＮＰＯ法人

　

・須崎市を知ってもらう、須崎
市への移住を考えてもらう、住
居や仕事を紹介する、須崎市
に移住してもらう＆帰ってきて
もらう、ずっと須崎に住んでも
らうための情報発信・相談・体
験ツアー・住居確保・交流会
等の取り組みを行う。

また通年利用できる滞在施設
を整備し、移住検討者の受け
入れ人数を増やし、移住者増
へつなげる。空き家活用促進
事業の活用（改修費上限900
万円：国1/2、県1/4、市1/4
須崎市が民間から10年間　固
定資産税額で借り上げ）

・相談体制の構築（相談会開催、事
務所の設置）

・移住者向け住宅の確保（空き家情
報の調査・提供、住宅環境整備事
業）

・情報発信（ＨＰ、暮らすさき通信）

・短期滞在事業の実施

・移住者交流会の開催

・須崎体験ツアーの実施

・起業支援セミナー開催

・KIP(高知家移住促進プロジェクト）
など県内団体との連携

・平成27年4月から仕事情
報担当者を配置。企業情
報収集のため会社を訪
問、ブログでも事業所の
紹介を行っている。
・空き店舗の活用は引き
続き行政と連携。
・空家での長期滞在事業
事業実施に向けて多ノ郷
で改修。

・移住HPアクセス数
　H26:6,819件
　H27:102,484件
　H28:130,111件
・短期滞在
　H27:17家族27名
　H28:16家族37名
・移住者数
　H27:15家族28名
　H28:19家族37名

・移住者に対する空き家
情報の提供、移住相談
窓口の設置、短期滞在
施設の開設

・空き店舗を活用した短
期滞在施設及び働く場
所の提供

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取り組みと成果
現状の課題

又は進捗状況
主な内容
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指標 目標値（H31）

移住ホームページ
アクセス数
　H26:6,819件

相談件数
　H23:43
　H24:78
　H25:95
　H26:136

短期滞在
H24:5家族12名
H25:3家族4名
H26:17家族41名

移住者数
H23:9家族20名
H24:6家族14名
H25:10家族21名
H26:16家族37名

移住ホームページ
アクセス数
144,000件/年

相談件数
　160件

短期滞在
　５０名

移住者数
　２０家族４０人

目指すべき姿
Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

空き店舗・空き家改修

移住者・入居希望者の募集

移住の促進

相談・空き家調査・住環境整備・情報発信・短期滞在・交流会・体験ツアー・起業支援・他団体連携

空き店舗活用事業（ゲストハウス整備運営）：暮らすさき

通年の短期滞在受入

改修候補地の選定

改修ワークショップ、改修設計・工事
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７．再生可能エネルギーの導入促進 
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【再生可能エネルギーの取り組み】

1 再生可能エネルギーの導
入促進

・須崎市

・個人及び事業者

　

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取り組みと成果
現状の課題

又は進捗状況
主な内容

再生可能エネルギー（太陽
光、バイオマス等）を積極的に
有効活用する

・個人住宅用太陽光発電システム設
置に対して補助金を交付

・公共施設太陽光発電システム設置
（事業主体：須崎市とエム・セテック
社）

・バイオマス発電システムの設置（事
業主体：住友大阪セメント）

・公共施設への太陽光
発電システムの設置

・住宅用等の太陽光発
電システム設置の推奨

・再生可能エネルギーの
有効活用の推進

・四国電力による再生可
能エネルギー電力の新規
買い取りの中断（10kw未
満の太陽光発電システム
を除く）

・個人住宅用太陽光発電
システム設置の補助金の
削減

・H28.H29はともに発電13
カ所、蓄電5カ所設置
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指標 目標値（H31）

住宅用の太陽光発電シス
テム設置
H23 30件　契約電力
139.69kw

H24 35件  契約電力
164.71kw

H25 29件　契約電力
136.59kw

H26 23件　契約電力
123.19kw

125件（年25件）

目指すべき姿
Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

公共施設への太陽光発電システムの設置

公共施設への太陽光発電システムの設置

住宅用等の太陽光発電システム設置の推奨

補助制度の継続検討・実施

再生可能エネルギーの有効活用の推進

導入可能な再生可能エネルギーの調査・調査にもとづく導入検討
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８．人材の育成 
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【人材育成の取り組み】

1 須崎未来塾 ・須崎市

2 高知大学との連携協定に
基づく職員の育成

今後の須崎市を担う人材を育
成するため、「国立大学法人
高知大学と須崎市の連携事
業に関する協定」に基づき、
須崎市職員を高知大学に派
遣する

・須崎市

・国立大学法人高知
大学

　

3 高校生と連携した地域資源
の利活用

市内の高校生が行う商品開発
や地域資源活用に関する研
究と連携し、新商品や観光等
のメニューの売り出しを行う。

須崎高校 須崎高校の生徒が地元イベントのサ
ポートや地元資源を活用した商品開
発を行ている。

・高校生が行う商品開発
や地域資源活用に関する
研究との連携

・H29にまちかどカフェや
まちあるきへの支援。
・日本経済ビジネスコンテ
ストや古民家甲子園など
様々な取り組みを実施。

高校生が考案した新商品
や観光メニューを商品とし
て売り出す。

「学び」と「交流」の場の提供
によって、地域づくりの核にな
る人材を育成し、人的ネット
ワークを形成します。「地域で
楽しみ(価値)を創造する」地域
づくりをより一層活性化させ、
新たな産業(価値)の創出、地
域再生につなげます。

各分野の第一線で活躍する方々を
講師に迎え各分野別講義や、各地
区別フィールドワークにより「学び」ま
す。

・塾生の出席率の向上

・地域再生マネージャーと
行政の連携

・H29　会報の発行

・平成２５年度よりプレ講
座を実施

・平成２６年度７月より月
一回土日に開催。６回の
講座を経て「須崎未来塾
フォーラム」を開催。

・修了生には須崎市地
域再生マネージャーの
称号を付与する。

・未来塾前日には職員を
対象とした「プチ未来塾」
を開催し、職員の人材育
成にも取り組む。

H27.1.22　連携協定の締結
　①人材の育成に関すること
　②地域産業の振興に関すること
　③高知大学の教育及び研究に関
すること
　④高知大学に在学する学生の地
域学習及び研究機会の拡大に関す
ること
　⑤須崎市の計画等に関すること
　⑥須崎市の施策等に関すること
　⑦その他目的を達成するために必
要な事項

・須崎市職員の派遣

・須崎市と高知大学との
連協強化

・イベントやフィールドワー
クを通した高知大学教職
員・学生との交流

・人材育成効果が未知数

・H28から、産学官民連携
による「健康」をキーワー
ドとした地方創生事業を
実施

・H28に母子手帳アプリを
導入し、毎月担当課や関
係機関による定例会によ
り進捗管理を実施

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取り組みと成果
現状の課題

又は進捗状況
主な内容
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指標 目標値（H31）

須崎市職員の派遣 H27年度　1人

目指すべき姿
Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

高知大学への須崎市職員の派遣

須崎市と高知大学との連協強化

イベントやフィールドワークを通した高知大学教職員・学生との交流

交流の促進による地域活性化

高校生が行う商品開発や地域資源活用に関する研究との連携

高校生が考案した商品の販売

全７回の講座を開催

須崎未来塾の開催

須崎未来塾フォーラム開催

職員研修の実施

地域再生マネージャーと行政の連携した地域づくり

60人の地域再生マネージャーの育成

須崎未来塾関係者の組織化

地域再生マネージャーを中心とした地域作りネットワークの構築・学習会開催・人材育成支援・先進地への視察と連携
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９．金融機関との連携 

１０．すさきがすきさ産業振興推進 

総合支援事業費補助金 
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【金融機関との連携 ・ すさきがすきさ産業振興推進総合支援事業費補助金】

1 金融機関との連携協定に
よる産業振興策の実施

・四国銀行

・高知銀行

・須崎市

2 すさきがすきさ産業振興推
進総合支援事業費補助金

産業振興計画に位置づけられ
た取り組みであって、本市の
産業の振興に資すると認めら
れる事業を実施する団体及び
事業者等に対する補助金の
交付。

須崎市 平成２７年度から新たに実施。 ・産業振興計画の効果的
な推進。

・H28　6件
・H29　2件

左記の団体及び事業者
等に対して、事業費の３
分の２以内で、施設整備
等のハード事業は３００万
円、それ以外の事業は１
００万円を上限として補助
金を交付する。

　

項目 事業の概要 事業主体 これまでの取り組みと成果
現状の課題

又は進捗状況
主な内容

地域の金融機関と連携して地
元企業支援や県外への販路
開拓などを通じてビジネスマッ
チングにつなげる

四国銀行及び高知銀行と連携協定
を結び、産業振興につながる情報交
換会の開催。

・互いが持つ情報の提供
にも限度があり、具体的
な支援策を計画的にすす
めることができない。

・H28、29と連携会議を実
施。
・国の補助事業を活用し
設備投資するにあたり、
公募への情報収取や広
報を行うとともに、補助申
請書の作成のサポートを
実施

・商品開発や販路拡大
に対する企業支援

・ノウハウの提供やビジ
ネスマッチング



62 

 

  

指標 目標値（H31）

・補助金活用件数 ５件×５年=２５件

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ30 Ｈ31
目指すべき姿

Ｈ29

経営分析によるアドバイスの提供

地域産品の6次産業化支援

商品開発や販路拡大に対する企業支援

事業者へのノウハウの提供やビジネスマッチング

地域商品の県外への販路が拡大している

産業振興計画の効果的な推進

補助金による支援
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すさきがすきさ産業振興計画フォローアップ委員会 

（敬称略） 

所 属 役 職 氏 名 備考 

国立大学法人高知大学 
地域連携推進センター 

地域コーディネーター特任講師 
岡村 健志 会長 

(株)四国銀行須崎支店 支店長      笹岡 俊一 副会長 

土佐くろしお農業協同組合 代表理事組合長  森光 幹男  

須崎地区森林組合 代表理事組合長  細木 啓延  

錦浦漁業協同組合 代表理事組合長  木下 進輔  

野見漁業協同組合 代表理事組合長   西山 洋  

高知県漁業協同組合深浦支所 委員長     中村 隆  

須崎魚商協同組合 組合長     中川 幸夫  

須崎商工会議所・須崎市観光協会 会頭・会長    田部 博史  

住友大阪セメント(株)高知工場 参事     内田 進介  

日鉄鉱業(株)鳥形山鉱業所 総務課長    菊地 正行  

(株)けんかま 代表取締役社長   浦岡 進  

(株)須崎市道の駅 駅長     宮川 卓也  

ＮＰＯ法人暮らすさき 事務局長    大﨑 緑  

ＮＰＯ法人まちづくり須崎 代表    矢野 明広  

(株)高知銀行須崎支店 支店長      北添 建男  

高知県産業振興推進部 地域産業振興監   森田 健嗣  

よさこいケーブルネット（株） 制作課長 谷脇 史佳  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すさきがすきさ産業振興計画 

「各産業分野における具体的な取り組み」編【改訂版】 

 

須崎市企画政策課 

〒785-8601 

高知県須崎市山手町１番７号 

ＴＥＬ 0889-42-5691 

ＦＡＸ 0889-42-7320 

Ｅmail kikaku2@city.susaki.lg.jp  


